
（参考）日米欧の環境情報に係る開示制度の比較
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（出所） 日本公認会計士協会 経営研究調査会研究報告第38号「投資家向け制度開示におけるサステナ
ビリティ情報の位置づけ -動向と課題- 」より抜粋



環境会計

既存の環境会計の枠組みを活かしつつ、真の環境経営度合いの測定に関連付

け、新たな環境会計の枠組みも検討する必要がある。

30

環境会計の開示例（リコー・グループ）

・環境省「環境会計ガイドライン2005年度版」に基づき、自社開
発による計算式・指標をもとに環境保全コストと効果を算出。

環境会計の開示例（住友電工）

・Accounting for Sustainability(英国NGO ）が提唱するCRF
（Connected Reporting Framework）の考え方を参考に、新
集計開示様式を導入。

(住友電工 SEI CSR報告書 2010より）

(リコーグループ 環境経営報告書 2010より）



環境情報開示に係る論点

31

将来を見据えた開示枠組み（真の環境経営度合い、将来の企業価値）

統一した開示フォーマットの利用（自由度の確保、利用価値の向上）

重要性（経営上の重要性、ステークホルダーからの要請、コスト・ベネフィット 量・質）

バウンダリ（項目、主体）

比較可能性（経年比較、同業他社比較）

セグメント区分（マネジメントアプローチ）

リスク情報（規制リスク、制約リスク、訴訟リスク等）

関連する財務情報

経営者の主張、分析

将来情報の開示可能性

環境負荷の評価指標（効率性、汚染水準、省エネ、省資源、生物多様性等）

質の確保（正確性・網羅性、自己チェック・第三者審査等、ステークホルダーのニーズ）



５．環境経営と環境情報開示の促進

32



中規模企業等※の経営と環境配慮
（※中規模企業は、売上1000億円程度の企業を前提。）

中規模・中小企業でも、意識の高い経営者により環境配慮した経営が行われて

いる。

企業規模にかかわらず、環境配慮行動は企業価値向上の源泉となり得る。

33

使用済みトレイを回収し、再生トレイを生産
トレイの廃棄量削減と再原料化によるCO2

削減。

株式会社エフピコ
【環境方針・基本理念】

【取り組み】 ・エコトレー（再生トレイ）の生産

（参考） 【売上高（連結）】 1249億円（2010年3月期）
（株式会社 エフピコ 2010 環境・社会活動レポートより）

合成樹脂製簡易食品容器（トレ
イ）の製造・販売

株式会社サトー
【経営理念・環境指針】

【取り組み】
・エコマッチ製品（３Rを推進し環境保全につながる製品提供）

・台紙のないシール ・台紙リサイクルシステム ・通函の推進

（参考） 【売上高（連結）】 749億円（2010年3月期）
（株式会社サトー Corporate Social Responsibility Report 2010より）

自動認識システムバーコード、プ
リンタ、ラベル製造・販売



企業の環境（ＣＳＲ）経営の動向
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各企業の調達ガイドラインに、環境に関連する事項を含めるケースが増え

ている。

先進企業の担当者が、取引先に出向きアドバイスを実施する場合もある。

(2010年 帝人グループ CSR報告書より)



（参考）企業の環境配慮とＣＳＲ

35

環境への取組は、持続可能な社会の創造に向けた活動として捉えられている。

ＣＳＲの主な意味としては、企業価値創造の一方策、持続可能な社会づくり

への貢献、企業活動へのステークホルダーの期待の反映が大きい。

（出処） 社団法人日本経済団体連合会 ＣＳＲに関するアンケートより抜粋
35


